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早稲田商挙第：㎜・361合併号
1　9　9　4　年　9　月
日米管理会計指針の系譜
西　澤　　傭
　財務会計に企業会計原則（business　acco㎜ti㎎princip1e）があり，原価計算
に原価計算基準（cost　a㏄ounti㎎standard）があるのと同じように，管理会計
（原価管理を含む）には管理会計基準ないし指針（managementa㏄o㎜ti㎎
standard　or　guideline）がある。日米における戦後の管理会計指針（基準を含
む）について，その系譜を解明してみれば，以下のとおりである。
ユ　NA（C）Aの連続調査報告書
　Nationa1Associati㎝of　Cost　A㏄o㎜tants（米国原価会計人協会：NACA）は，
第1次世界大戦後の1919年ニューヨーク州に設立され，原価会計人の職業団体
として原価計算の調査研究に壷力した。そのうち特に大きな足跡を残したのは，
NACA　Research　Series（NACA　連続調査報告書）である。この連続調査報告
書は，第ユ表に表示したように，第2次世界大戦中の1943年に創刊されたが，
第1号から第6号までは，戦時下の特殊問題を対象とするにすぎなかった。
1945年に第2次世界大戦が終緒するに及んで，平時下の原価管理問題が主題と
された。
　1957年に原価会計から会計全体に研究領域を拡大するため，会名をNati㎝al
Association　of　A㏄㎝皿tants（NAA）に変更してからは，原価管理のほか管理会
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第1表NA－C〕Aの違続詞査報告■の年表
号数 発表隼 “NA（C〕A　Rese蛆h鮎esW直訳名』）訳者．r訳書名」，出版年，（出版社）
1 1943“Practice　in　Accomtmg　for　Continuingなし
Exp僅nditures　arismg　fro皿　　Warti皿僅
Producti㎝｝（「戦時生産から生ずる継
続的支出の会計実務」）
2 ユ943“Practice　　m　　　Acco1』ntmg　　forなし
NoローRecurrmg　　E互pendltures　邊rismg
from　Wartlme　Productioゴ（r戦時生産
から生ずる非循環的支出の会計案務』）
3 1943“Practice　in　Depreciating　and　Amorti尼一なし
ing　Invest口1ent　ln　Machinery　and　Equip一
menゼ（臓械設備投資の減価償却及び
償却実務」）
4 ユ944uCost　of　R㏄o皿versioバ（r平和産業の軍なし
需産業への再転換費刷）
5 1945’Accelerated　Amortization　under　Cer一なし
tlfic刮t皇s　of　NoローNe㏄ssitジ（r不必要証
明書付資産の加速償却』）
6 ユ946“Accountmg　Problems　ansmg缶o皿Taxなし
Amoけization　of　Emergeocy　Facilitles’
（r緊急施設の課税上の償却から生ずる
会計問題』）
7 1946’Uses　and　C1assificatlo口of　Cos士s”（r原なし
価の用途と分類」）
8 1946’Postwar　Practlce　in　Accounting　forなし
Emergency　Facilities”（『緊急施設の戦
後の会計実務」）
9 ユ947uTrends　in　Cost　Control　Practice｝　く『原なし
価統制実務の傾向」）
10 1947’Costs　included　in　Inventones｝　く『棚卸西澤脩訳階業費会計』第1部「利益
資産に含まれる原価』） 算定のための営業費会計」，1958隼，
（日本生産性本部）
11 ユ948’A　Reexaminatlon　o｛Standard　Costs｝山辺六郎訳丁標準原価計算の実際』第
（r標準原価の再検討』〕 1章「標準原価の再吟味」，1956隼，
（白桃書房〕
12 1948＾Standard　Costs　to　Aide　Co口trol　of同上書　第2章r製造原価管理の援助
Mamfact皿ri㎎Costs’（r製造原価統制のための標準」
に役立つ標準原価』）
13 1948’S胞nd証rd　Costs　for　Costing　I皿ventor・同上書　第3章「棚卸資産評価のため
ieS’（r棚卸資産原価算定のための標準の標準原価」
原価』）
14 1948山Standard　Mamfacturing　Costs　for同上書　第4章「売価決定および予算
P『ici㎎乱口d　Budgeti㎎’（価格決定及び編成のための標準製造原価」
予算編成のための標準製造原価』）
15 1948“AStand邊rdCostsCaseSt皿dヅ（『標準同上書　第5章「標準原価の実例研究」
原価の事例研究』〕
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ユ8
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21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
1949
ユ949
1950
1951
ユ951
1952
1952
1953
1953
ユ954
1954
1954
19弘
1955
1956
1957
’Me固suri皿9the　Variatlon　of　Costs　w…th
Vo1ume｝（丁操業度に伴なう原価変動の
測定』）
’The　T㏄hniq1］es　for　the　Ana1ysis　of
Cost・VOlu雌・Relationsh壷p一「原価・操
業度関係分析の技法」）
“The　Volume　Factor　m　Bud騨ting
Costs｝（r原価予算綴成の操業度要素』）
“Assi馴ment　of　Non－M副mfact皿ring
Costs　for　Managerial　Decisi㎝s”（r経営
意恩決のための非製造原価の配賦』）
＾Assign皿ent　of　N011・Manufacturing
Costsfor　Prodωs1’（1腓製造原価の製
品別配劇）
“The　Assignment　of　Non－Ma皿1］fact1』ring
Costs　to　Tεrritories　盆皿d　Otller　Seg・
m㎝tS“（『非製造原価の地域及びその他
のセグメント別配賦」）
“The　Am1ysis　of　M㎝uf副cturmg　Cost
Varia皿ces｝（『製造原価叢異の分析』）
“Direct　Costi㎎｝（r直接原価計算」）
’Prodtlct　Costs　for　Pdcヨng　Purposes｝
（『価格決定のための製晶原価」）
“Cost　Co皿trol　for　M副rketing　Operations－
G㎝eral　Considerat1㎝｝（r営業活動の原
価統制一一総、論」）
“Cost　Control　for　Mark壇tiog　Operations－
0rd直r　Getti㎎｝｛『営業活動の原価管理
一注文獲得活動』）
’Cost　Control　for　M纈rk芭tmg　OPerations－
Order　Filli㎎り階業潜動の原価管理
一桂文履行活動』）
’Pres帥ting　A㏄ou皿ti日g　Illfom邊tio皿to
Mmagemenゼ（丁経営管理者に対する会
計惰報の提僕』）
’一Acco皿nt｛ng　for　Research　and　Deve1op－
ment　Costs”（r研究開発費の会計』〕
’Acoounti皿g　for　lntra－Co皿p圭my　Tr圭ms・
fors「r社内取引の会計」）
“Costi㎎Joint　Products＾（r連結製晶の
原価計算』〕
諸井勝之助・山口達良訳『損益分峻点
分岐」第ユ章「営業量にともなう原価
変動の測定」，1959年，（日本生産性本
都）
同上書　第2章「原価・営業量・利益
関係の分析のための技術」
同上書　第3章「原価予算箭成におけ
る営業量要因」
西澤脩訳『営業費会計」第2部第1章
「営業費分析総論」，ユ958年，（日本生
産性本部）
同上書　第2部第2章「製晶別の営業
費分析」
同上書　第2部第3章「地域等別の営
業費分析」
豊島義一訳r原価差異の分析』1967年，
（日本生産性本部）
藤田幸男・森藤一男訳『直接原価計算』
第皿部，（日本生産性本部）
青木茂男訳『価格決定と原価計算』I
「価格政策」1959隼，（目本生産性本
部）
西澤脩訳『営業費会計」第3部第1章
「営業費管理総論」，ユ958年，く日本生
産性本部）
同上書　第3部第2章「注文獲得費の
」
同上書　第3部第3章「注文履行費の
管理」
なし
西澤脩訳丁管業費会計』第4部「調査
開発費の会計」，1958年，（目本生産性
本部〕
小沢康人・高木靖史訳『経営指標とし
ての資本利益率』n「内部振替の会計」，
1961隼，｛日本生産性本部）
なし
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32 1957’Acco皿口廿ng∫or　Labor　Costs　a皿d　Labor大雄令純・細田尚彦・竹村憲郎訳r労
Reiated　Cosぱ（r労務費及び労務費関働組合による会社財務諸表の使い方』
連原価の会計』〕 第1I部「労務費の会計」，1966年，（日
本生産性本部）
33 1958’C岨rent　Practices　i口　Acco咀皿ti皿g　for青木茂男訳『価格設定と原価計算」皿
D直pr1c1ation’（『減価償却費会計の現「減価償却」，1959年，（日本生産催本
渕） 部）
34 1959’αass董ficatio口　a皿d　Coding　T㏄hniqllesなし
to　Faoil…胞旋　Accounti皿g　Opemtio皿s＾
甘会計処理に役立つ分類及びコーディ
ング技法』〕
35 1959’Retum　on　CapiωAs　a　Guide　to　Maロー小沢康人・高木靖史訳r経営指標とし
峨rial　Decisi㎝’（r経営意思決定指針ての資本利益率」I「経営者の意思決
としての資本利益率」） 定の指標としての資本利益率」ユ96ユ年，
（日本生産性本部）
36 1960’Manage皿ellt　Accountillg　Prob1e皿s　i口なし
Forei馴Operations’｛丁海外の管理会計
問題』〕
37 196ユ’C1lrrent　ApPhcation　of　Direct　Costing｝藤田幸男・森藤一男訳r直接原価計算』
（値接原価計算適用の現渕〕 第正部，1963年，（目本生産性本部〕
38 196ユ℃固sh　Flow　Analysis　for　Mam鴎ria1中原章吉・野口和男・岡下敏訳r経営
C㎝tro1’（丁経営管理のための現金流入管理のためのキャッシュフロー分析」
額分析」） 1963年，（日本生産性本部）
39 1963’Accou11ゼng　｛or　Costs　of　Capacitジ新井清光・藤田幸男訳丁キャパシ
（［キャパシティコストの会計」） ティ・コストの会計」第I部「キャパ
シティ・コストの会計」，1965隼，（日
本生産性本部〕
40 1964’Techniq皿es　in　Iwo皿tory　M加age皿e皿t＾西澤脩訳r在庫管理の諸方法』1965年，
（『在庫管理の諸技法」） （臼本生産笹本部〕
41 1964’Con血olofMai皿te皿如ceCos甘（r維持新井清光・藤田幸男訳rキャパシ
費の管理」） ティ・コストの会計」第n部「維持費
の管理」．1965年，（目本生産性本部）
42 1964㌦ng－Ran酢Prof趾Plaming｝｛『長期利森藤一男・中原章吉訳r長期利益計繭
益計画の算定’） の立て方」1966年，（目本生産性本部）
43 1967“Financial　Analysis　to　Guideなし
C1脇芸灘墨鵬～鵠霧
析』）
計全般を広く対象とするに至った。1967年に完緒するまでの間に，合計43の連
続調査報告書カ刑行された。これらのうち，わが国で翻訳され，わが国管理会
計の発展に重要な影響を及ぼしたのは，次の2つであ乱
・山辺六郎訳『標準原価計算の実際』白桃書房，1956隼
・rアメリカ管理会計シリーズj日本生産性本部，1958－1966年
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　前者は，NA（C）A連続調査報告書の第11号ないし第15号を訳出・編纂したもの
で，標準原価計算のわが国への導入の規範とされた。後者は，財団法人日本生産
性本部（現在は社会経済生産佳本部）から『アメリカ管理会計シリーズ』として出版
されたもので，数号分を訳出・綴纂したものとしては，次の報告書がある。
・西澤脩訳階業費会計』1958年（第10号，第19－21号，第25－27号及び第29
　号を収録）
・諸井勝之助・山口達良訳『損益分岐点』1959年（第16～18号を収録）
・藤田幸男・森藤一男訳『直接原価計算j1963年（第23～27号収録）
・青木茂男訳『価格設定と原価計剃1959年（第24号及び第33号を収録）
・小沢康人・高木靖史訳確営指標としての資本利益率』1961隼（第30号及び
　第35号を収録）
・新井清光・藤田幸男訳『キャパシティ・コストの会計』1965年（第39号及び
　第41号を収録）
　1号だけを訳出したのは，次のとおりであ瓦
・豊島義一訳『原価差異分析』ユ967年（第22号を収録）
・大雄令純・細田尚彦・竹村憲郎訳『労働組合による会社財務諸表の使い方』
　1966年（第32号を収録）
・中原章吉・野口和男訳・岡下敏訳r経営管理のためのキャッシュフロー分
　析』1963年（第38号収録）
・森藤一男・中原章吉訳帳期利益計画の立て方』1966年（第42号収録）
　これらの連続調査報告書によって，営業費会計，直接原価計算，長期利益計
画の新領域が開発されると共に，損益分岐点分析，資本利益率計算，キャパシ
テイ・コスト会計，キャッシュフロー分析等が長足の進歩を遂げるに至った。
2　AAAの各種委員会報告書
American　A㏄o㎜ting　Ass㏄iation（米国会計学会：AAA）は，1947年に会計
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原則委員会の後身として原価計算委員会を新設した。発足当時は，原価計算原
則表明委員会（Committee㎝StatementofCost　A㏄omti㎎Princip1es）と称さ
れたことから知れるように，原価計算原則の表明を目的としていたが，公式の
報告書は発表しなかった。
　同委員会が1951年に再開されたときは，原価概念及び基準委員会
（Commttee㎝Cost　C㎝cepts　and　Standards）と改称された。195！年度委員会
及び1955隼度委員会は，第2表のように次の報告書を発表した。
①『1951年度原価概念及び基準委員会報告書』1952年
②『1955年度原価概念及び基準委員会報告書』1956年
　前者では，原価の定義を示した後，22個の原価概念を定義する一方，原価計
算の目的別に原価計算基準を表明した。後者では，「原価管理目的の報告書の
基礎をなす原価概念に関する中聞報告書」という副題からも知られるように，
計画・統制の意義・種類及び原価特質を解明し，管理目的の原価計算に一犬足
跡を残した。
　かくして，原価計算から原価管理に重点移動し，やがて管理会計へと発展的
解消を遂げることとなった。このため，1957年には，原価概念及び基準委員会
に代わって管理会計委員会（Com皿ittee　on　Mamgement　A㏄omting）が新設さ
れた。この1957年度委員会は，仮報告書を作成したが一般に公表することはし
なかった。しかし，当時ミシガン大学に留学中だった筆者は，同委員会委員長
のW，J．シュラッター・ミシガン大学教授から個人的に呈示を受けた。同報
告書は，管理会計に次の定義を下していた。
　　　「管理会計とは，企業の歴史的又は計画的な経済的資料を収集，記録，分
　類，要約，分析及び報告することであって，計画設定及び統制の機能を有効
　に実施するのに必要な情報を経営管理者に提供するために，標準及び予算を
　設定し運用するのを援助することを含む。」
　ここでは，管理会計は，経済的資料を対象としながらも，歴史的資料か又は
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第2表
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鮎A原価・管理委員会報告■の年表
29
No． 奏表年 ＾ACo㎜舳Re帥（瞳訳名1） 訳者，『訳書名」，出版年，（出版社）
① 1952“Report　o王the1951Committee　oIl　Cost桜井通購訳『AA．A原価・管理会計基
C㎝c喧Pts汕dS崎nd劃rd£㍗『ユ951年度原価準く増補版〉』皿「原価概念および基準
概念及び基準委員会報告書』〕 委員会報告書（1951年）」，ユ975年，（中
央経済社）
② 工956’一Report　of　the1955Com血ittee　on　Cost桜井訳書　皿「経営管理目的のための
Concepts　and　Standards　＿　Tent割tlve報告書の基礎をなす原価概念試案
Statement　of　Cost　Conoepts　under1ying（1955隼〕」
Reports　for　Management　Purposes｝
1『1955隼度　原価概念及び基準委員会
報告書一経営管理目的の報告書の基
礎をなす原価概念の中聞報告書」）
③ 工959I‘Report　of　the1958Committee　o皿Man一桜井訳書　皿「管理会計委員会報告書
ageme皿t　A㏄ount壷ng刊（『1958年度管理会｛1958年度）」
計委員会報告書j）
④ 196CI－Report　of　the1959Commlttee　on　Man一桜井訳書　皿「管理会計委員会報告書
agem㎝t　A㏄o㎜tmポ（T1959年度管理会（1959年度）」
計委員会報告書」）
⑤ 19623‘Report　　of　　the　　1961　　Management桜井訳書　皿「管理会計委員会報告書
Acco㎜tl㎎Commttee刊亡『ユ961年度管理｛1961年度〕」
会計委員会報告書」〕
⑥ ユ966’A　State皿e皿t　of　Basic　Accounting飯野利夫訳『アメリカ会計学会・基礎
Theorゴ．Ch日pt筍r　IV　Accounting　In一的会計理論』第4章，1969年、（国元書
formati㎝for　Int畠ma川mageme口t（『基房〕
礎的会計理論」〕第4章　内部管理者の
ための会計情報
⑦ 1969皿Report　o｛　Co皿mit士ee　on　Man…19ement法政大学会計学研究室訳『アメリカ会
Decisl㎝Models一｛『経営意思決定モデ計学会基礎的会計理論の展開」　第2
ル委員会報告書」〕 都「経営意思決定モデルと会計惰報」
⑧ 197C’Report　o王the　1970Committee　on　Man一桜丼訳書　補論2「管理会計委員会報
到gement　A㏄ounting｝1『1970隼度管理会告書｛1970隼）」
計委員会報告劃）
⑨ 1972’’R虐port　of　the1971Commlttee　on　Man一桜丼訳書　補論2「管理会計委員会報
概ment　A㏄o㎜tmg「T1971隼度管理会告書（1969－71隼〕」
計委員会報皆書』）
⑩ ユ973岨Report　of　the　Co皿mコttee　on　工11tern囲1桜丼訳書補論2「内部測定と報告に
Me罰sur嘗m帥t　and　Reporting｝｛『内部測関する委員会報告書」
定及ぴ報告委員会報告書」）
⑪ 1973由Report　of　the　Commlttee　on　Co口cepts桜丼訳書　補論2「経営計画と統制
and　St罰nd盈rds＿M宮n固g虐r奇罰1Plan1lヨng刮nd一概念・基準委員会報皆書」
Controザ脂干画及び統制概念並びに基
準委員会轍告割）
（Or）計画的資料の一方しか対象としないこと，管理会計の技法として収集・
記録・分類・要約・分析・報告ないし標準・予算を羅列したこと，また管理会計の
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機能を計画・統制に求めたがその内容が不明であったこと等の弱点が見られた。
　管理会計委員会は，1958年，1959年及び1961年にも設置され，次の報告書を
発表した。
③『1958年度管理会計委員会報告書』1959年
④『1959年度管理会計委員会報告書』1960年
⑤『1961年度管理会計委員会報告書』1962年
　③では，前記の弱点を補正し，次の定義を管理会計の正式定義として公表し
た。
　　「管理会計とは，企業の歴史的及び計画的な経済的資料を処理するにあ
　たって，経営管理者が合理的な経済的目的の達成計画を設定し，またこれら
　の諸目的を達成するために合目的的な意思決定を行なうのを援助するために，
　当該目的に適合した技術及び概念を適用することである。」
　つまり，管理会計は，歴史的資料及び（and）計画的資料の双方を対象とす
ると共に，管理会計を使用技法でなく対象機能面から定義したことが大きな特
色とされる。以後，管理会計の定義としては，この定義が最も権威あるものと
して一般に認められてきた。
　そのほか，管理会計の発展と現状，本質と意義，重要性，教育的意義をも明
示した。
　また④では，生産管理，販売管理，財務管理という領域別に管理会計の主要
問題を論及したことは多とすべきである。さらにまた⑤では，実体，企業継続
性，貨幣測定，原価主義，実現，対応，客観性，継続性，重要性，完全公開及
び保守主義の11の会計概念をあげ，その管理会計的意義を論述し，財務会計と
の峻別に努めた。
　1966年には，AAAから次の報告書が発表された。
⑥『基礎的会計理論』1966年
　当報告書は，会計を一種の情報システム（informati㎝SyStem）と解し，会
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計に非営利企業会計をも含めて，次のように定義した。
　　「会計とは，経済的情報を認識・測定及び伝達することによって，情報利
　用者に，情報に基づく判断及び意思決定を下すことを可能にする過程であ
　る。」
　会計のうち，内部情報利用者に情報を提供するのが管理会計であるとしたう
え，1958隼度管理会計委員会報告書の上記定義を引用し，これに対して同委員
会の公式解釈を下した。
　爾後の管理会計委員会報告書には，以下のものがある。
⑧『1970年度管理会計委員会報告書』1971年
⑨『1971年度管理会計委員会報告書』1972年
　⑧では一貫性（C㎝SiSt㎝Cy）を主題とし，⑨では会計測定（a㏄Omti㎎
meaSurement）を主として論及した。
　管理会計委員会以外のAAA委員会で管理会計問題を姐上に乗せた報告書に
は，次のものがある。
⑦『経営意思決定モデル委員会報告書』1969年
⑩『内部測定及び報告委員会報告書』1973年
⑪『計画及び統制の概念並ひに基準委員会報告書』1973年
　上記のうち，①ないし④及び⑧ないし⑪は，桜井通晴訳『AAA　原価・管
理会計基準〈増補版〉』（中央経済社，1981年）に訳出・収録されている。
3　NAA・IMAの管理会計実務指針
　NAAは，1969年に管理会計実務（Management　A㏄㎝nting　Practice：MAP）
委員会を設置し，1981年からは第3表に示したように，一連の管理会計指針
（Statem㎝t㎝Manage㎜ent　A㏄㎝nti㎎：SMA）を発表した。SMAは，1基本
目的，2用語，3概念，4実務及び技術，5会計活動の管理の範曉毎に，発行
順にA，B，C一・・のコードを付して完成次第発表してきた。いまその指針名
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第3表lMA管理会計案務指針の年表
S施士e皿e皿ts　o把M邊］1age皿一e］］t　Acco皿皿士一西澤傭訳口MAの管西澤惰訳nMAの原
コード 西暦 i㎎（瞳訳名」） 理会計指針j　I994年価管理指針』1994年（白桃書房〕 伯桃書房）
1Aユ981“Defi口itions　　　of　　　M劃nagement第1章　管理会計の定
A㏄omti㎎一階理会計の定義』〕 義
1Bユ982＾Objecti鴨s　of　M副mgement　Accomt一第2章　管理会計の基
i㎎一丁管理会計の基本圏的」〕 本目的
1Cユ983山Standards　of　］≡：thical　Coilduct　for第3章　管理会計人の
M加a脚nent　A㏄omta皿ts’（『管理会倫理的行動行
計人の倫理的行動基準』〕 為基準
2 ユ983“Management　Accomtmg　Termino1o一
パ（階理会計用語集』）
4Aユ984“CostofCapitar（r資本コスト』〕 第10章資本コストの
算定
4Bユ985uAllocation　of　Service　and　Admmis一 第8章　本社費の配賦
trative　Costs’（了サービス及び管理
費の配賦」）
4Cユ985’Definitlons　a皿d　Measurement　of 第2章　直接労務費の
D｛r㏄t　Labor　Cosゼ（r直接労務費の 定義及び測定
定義及び測定」）
皇D ユ986’Me鵬uring　Entlty　Perfomame＾第8章　経営主体の業
lr経営主体の業績測定』〕 績測定
1D1986’The　Co皿mon　Body　of　Kllowledge　of第4章　管理会計人に
Man㎎ement　A㏄omtants｝（『管理会必要な一般知
計人に必要な一般知識』〕 識
4Eユ986＾ Deflmtio口s　and　Meas1』rement　of 第ユ章　直接材料費の
Direct　Mat僅rial　Cosゼ｛『直接材料費 定義及び測定
の定義及び測定』）
4Fユ986“A11ocat1o皿　of　－nformation　Syste㎜ 第9章情報システム
Cosぱf「情籔システム資の配賦」） 費の配賦
4Gユ987’AccoulltiIlg　for　Ir■dlrect　Productlon 第3章　製造聞接費の
Costs蛆（『間接製造原価の会書十j〕 会計
ユE ］987＾ Educ飢1onforCarεersmM獺age一第5章　管理会計の職
皿entA㏄ounting｝（r管理会計の職業教育
業教育」〕
4Hユ988“Uses　oftheCostofCapitar（『資本 第11章　資本コストの
コストの用途』〕 利開
4Iユ989“Cost　　Manageme皿t　　for　　Frelght 第5章　輸送費の管理
Transportationrr貨物輸送の原価
管理』j
4Jユ989】Acc01』n古ng　for　Property，Pla11t、刮nd第10章　固定資産の会
Equipmenゼ｛『膚形圃定資産の会 計
計』）
4Kユ989℃ost　Mmagement　for　Warehousl㎎一 第6章　保管費の管理
｛『保管の原価管劃）
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4L1990’Contro1　of　Property．　Plant，　and第11章　固定資産の管
Equipm㎝t”（丁有形固定資産の管 理
劉）
5A1990＾Evaluating　Control1ership　Effective一第6章　コントローラ
neSS”（『コントローラ制の有効性評 制の有効性評
価」） 価
4M1990’Understanding　Financi副　Instru一
ments｝（『金融商品の理解」）
4N1990’Management　of　Worki㎎Capltal第9章　運転資本の管
Cash　Resources”（r運転資本く現金理
資金）の管理』〕
2A1990’Practlces　and　T㏄hmques．Manage一
m㎝tA㏄o㎜ti㎎Glossarゴ（r実務
と技法：管理会計用語集」〕
401991“The　Accounting　Class1遣cation　of第7章　施設費の会計
Real　Estate　O㏄up盆ncy　Costs1（丁不 分類
動産占有費の会計j）
4P1992“Cost　Management　for　Logistics” 第4章物流費の管理
て『ロジスティクスの原価管理」〕
4Q1992一‘Uses　and　Con士rol　of　Fmancial　In一第12章　金融商品の活
struments　by　Multinatlonal　Com・用及び管理
pヨnies”（r多国籍会社の金融商晶の
利用と管理」）
5Bユ992“Fundamenta1s　of　Reporting　ln一第7章　管理者に対す
fomati㎝to　Managersり『管理者にる情報報皆
対する情報報告の基礎』）
4R1993一’Man刮gmg　QmIity　王nprovements蜆第13章　品質改善の管
｛丁品質改善の管理法」） 理
4S1993“1ntemal　A㏄ou回tmg　md　Classlfica一 第12章　リスク管理費
tIon　of　Risk　Ma皿age血削t　Costs’’ の会計及び分
1『リスク管理費の内部会計及び分 類
類』〕
4T1993■mp1ementing　Actヨvity＿B苗s虐d　Cost一 第13章　活動基準原価
i㎎”（『活動基準原価計算の実施』〕 計算の実施
を直訳によりコードを付して列記してみると，以下のとおりである。なおこの
間NAAは，1991年にIMA（Institute　of　Management　A㏄ountants）に改組され，
文字通り管理会計人の指針作りに専念した。
1　基本目的（Objectives）
　1A『管理会計の定義』1981年
　1B『管理会計の基本目的』1982隼
　1C『管理会計人の倫理的行動基準』1983年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33
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　1D『管理会計人に必要な一般知識』1986年
　1F階理会計の職業教育j1987隼
2　用語（Teminolo駆）
　2　『管理会計用語』1983年
　2A『管理会計用語集』1990年
3　概念（C㎝cepts）
4　実務及び技術（Practices　and　techniques）
　4A『資本コスト』1984年
　4B『サービス及び管理費の配賦』1985年
　4C『直接労務費の定義及び測定』1985年
　4D『経営主体の業績測定』1986年
　4E『直接材料費の定義及び測定』ユ986年
　4F『惰報システム費の配賦』1986隼
　4G『製造間接費の会計』1987年
　4H『資本コストの用途』1988年
　4I『貨物輸送の原価管劃1989年
　4J『有形固定資産の会計』1989年
　4K『保管の原価管理』1989年
　4L『有形固定資産の管理』1990年
　4M『金融商品の理解』1990年
　4N腱転資本〈現金資金〉の管理』ユ990年
　40『不動産占有費の会計』！991年
　4P『ロジスティクスの原価管理』1992年
　4Q　r多国籍企業の金融商晶の利用と管理」1992年
　4R　T晶質改善の管理法』1993年
　4S　rリスク管理費の内部会計及び分類』1993年
34
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　4T『活動基準原価討算の実施』1993年
5　会計活動の管理（Management　of　A㏄omti㎎Activities）
　5A『コントローラ制の有効性評価』1990年
　5B階理者に対する情報報告』1992年
　上記のうち，1Aでは，管理会計を次のように定義した。
　　「管理会計とは，経営管理者が組織体内部において，計画・評価及び統制
　を行い，かつ当該組織体の経営資源を適切に使用しその会計責任を果たすた
　めに使用する財務惰報を認識・測定・集計・分析・作成・解釈及び伝達する
　過程である。管理会計は，更に株主・債権者・規制機関・税務当局等のよう
　な非経営管理者に提供する財務報告書の作成も含む。」
　AAA1958年度管理会計委員会が表明した管理会計の定義と比較してみると，
管理会計を対象機能と使用技法の双方から定義すると共に，外部報告目的をも
管理会計の一領域として明示したことが評価できる。
4　わが国における管理会計基準
　他方，わが国では，通商産業省産業合理化審議会（1965年に産業構造審議会
と改称）の管理部会は，戦後の産業合理化ないし近代化を促進するため，経営
管理ないし会計管理に関する最新技法を答申し，その導入を促進した。同審議
会の答申は，1951年に開始され，1972年に終結したが，その間次の6報告書が
公表された（第4表参照）。
　A　r企業における内部統制について』1951年
　B『内部統制の実施に関する手続要領』1953年
　C『経営方針遂行のための利益計画』1955年
　D『事業部制による利益管劃1960年
　F『コスト・マネジメントj1966年
　G『企業財務政策の今後のあり方』1972隼
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第4表わが国管理会計指針の年表
符号 西暦 隼　号 通商産業省産業構造 運輸省流通対策 中小企業庁 社団法人企業経｛合理化）審議会 本部 営協会
A 1951昭和26年 r企業における内部
統制について」
B ユ953 28年 r内部統制の実施に
関する手続要領』
C 1955 30年 r経営方針遂行のた
めの利益計画」
D 1960 35年 r事業部制による利
益管理』
E 1961 36年 伸小企業のた
めのコスト解
析』
F ユ966 41年 rコスト・マネジメ
ント」
G ユ972 47年 丁企業財務政策の今
後のあり方」
H 1975 50隼 『物流コスト算
出マニュアル』
I 1976 51年 『物流コスト算
定統一基準』
J 1980 55年 『経営原価計算
実施要領』（中
間報告〕
K 1982 57年 『経営原価計算
実施要領』（仮
案〕
L 1992平成4年 r物流コスト算定・
活用マニュアル』
M 1993 5年 rわかりやすい
物流コスト算定
マニュアル』
　上記以外の政府機関答申書のうち，筆者が直接関与したものとしては，次の
報告書がある。
中小企業庁
　E『中小企業のためのコスト解析』1961年
　H『物流コスト算出マニュアル』1961年
　I『わかりやすい物流コスト算出マニュアル』1993年
　36
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運輸省流通対策本部
　L『物流コスト算定統一基準』1975年
通商産業省産業構造審議会
　M『物流コスト算定・活用マニュアル』1992年
　なお，民閻のものとしては，社団法人企業経営協会は経営管理のための原価
計算を「経営原価計算」と呼称し次の2つの報告書を発表しれ
　I『経営原価計算実施要領』（中間報告）1980年
　J『経営原価計算実施要領』（仮案）1982年
5　日米管理会計指針の年代区代
　以上概説した日米管理会計指針を一表に要約してみると，第5表のとおりで
ある。これらを時代区分すると，日米管理会計指針の系譜を以下のように時代
区分することができる。
・黎明期（1943年一1946年）
　NACAは，第2次大戦下の1943年にNACA連続調査報告書の発行を開始し，
終戦の翌年の1946年までに第ユ号から第8号まで幸刊行した。しかしこれらは
戦時下又は終戦時の特殊問題（第7号は例外）を論及したもので，平時の管理
会計指針の制定という観点からは，黎明期にあった。戦勝国の米国は，終戦か
ら直ちに平時に転換したが，灰嬢に帰したわが国は，戦後の混乱から立直り産
業復興が本格したのは、1950年の朝鮮戦争の勃発後で，わが国の黎明期はそれ
まで続行したといえる。
・原価管理基準期（1947年一1956年）
　AA人は，1947年に会計原則委員会を改組し，新たに原価計算委員会を設定
した。1947隼度委員会は，原価計算原則表明委員会（Commettee　on　Statement
ofCo§tA㏄o㎜ti㎎Princip1e§）と称され，原価計算原則の制定を課題としてい
た。同委員会は，正式の報告書は公表しなかったが，AAA年次大会の席上，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37
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リード委員長は，原価計算については「原則」より「概念及び基準」の方が適
正であり，原価計算原則を原価計算概念及び基準に改めるべきことを主張した。
このため195ユ年に再開された際には，原価概念及び基準委員会（Committee　on
Cost　C㎝cepts　and　Standards）と呼称された。1951年度委員会は，原価計算の
目的別に原価計算基準を表明し，1956年度委員会は，計画・統制別に原価管理
の基準を提示した。
　AAAの原価計算委員会に呼応し，NACAも連続調査報告書で一斉に原価管
理問題に焦点を向け一連の調査報告書を発表した。1956年までの問に第9号か
ら第29号まで合計21の報告書が発表された。これらの報告書によって，わが国
に新たに導入された原価管理の新手法としては，次のものがあげられる。
　標準原価計算（第11号ないし第15号及び第22号）
　営業費会計（第10号，第ユ9－21号，第25－28及び第29号）
　損益分岐点分析（第16－18号）
　直接原価計算（第23号）
　翻ってわが国では，産業含理化審議会から内部統制（A及びB）と利益計算
（C）に関する答申が発表された。両報告書により戦後管理会計の新手法とし
て内部統制と利益計画が主要企業に一斉に導入され，経済再建の重要な担い手
となった。
・管理会計基準期（1957年一1974年）
　AAAは，1947年以降継続してきた原価概念及び基準委員会を1957年に発展
的に解消し新たに管理会計委員会（CommitteeonMamgeme皿tA㏄omting）を
設置した。米国では，管理会計を表わす用語として，ManagerialA㏄ounti㎎
やManagement　Accountingのほか各種の用語が使用されていたが，同委員会名
としてMamgement　A㏄ountingの語を使用して以来，この用語が一般に定着す
るに至った。管理会計委員会は，1957年に引統き，1958年，1959隼，！961年，
1970年，1971年にも設置され，それぞれ翌隼に正式の委員会報告書⑥，④，
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⑤，⑧及び⑨）を機関誌A㏄ounti㎎Reviewに発表した。
　管理会計委員会以外の委員会でも，管理会計に関する基準（⑥，⑦，⑩及び
⑪）を制定したことは，前述したところである。
　NAAと時を同じくし，NACAはNAAと改名し，原価計算だけでなく広く
原価管理ないし管理会計を研究することとなり，NAA連続調査報告書もこれ
らの新課題をとりあげた。そのうち，戦後のわが国管理会計の発展に大きな貢
献をなしたものとしては，次の報告書がある。
　資本利益率（第35号）
　直接原価計算（第37号）
　キャッシュフロー分析（第38号）
　キャパシティ・コスト会計（第39号及び第41号）
　科学的在庫管理（第40号）
　長期利益計画（第42号）
　資本支出分析（第43号）
・休止期（1975年一1967・1972又は1973年）
　上記の管理会計基準期がいつ，何故終焉したかは，必ずしも明らかでない。一
AAA，NAA，産業構造審議会管理部会は，何れも何等の終結宣言も出さず，
各報告書が自然消滅したのが実清である。
　AAAでは，会計原則委員から原価計算委員会へ，さらに管理会計委員会へ
の改組は，大義名分をふまえ明示的に行われた。しかし，正規の管理会計委員
会報告書は，1972年に発表された1971年度委員会分で終了し，以後は管理会計
委員会報告書は発表されていない。恐らく，経営意恩決定モデル委員会，内部
測定及び報告委員会，計画及び統制概念並びに基準委員会等，個易岬テーマ毎
に委員会を設け意見具申する方針に転換したものと思われる。
　NAAでも，NAA連続調査報告書第43号を1967年に発表しただけで，以後は
中断したまま終了した。内部事情によると，同報告書は，W，B．マックフア
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ランド氏が調査部長として中心的役割を果たしてきたが，同氏の退職により打
切りになったということである。
　同じようにして，産業構造審議会管理部会の答申も，1972年に最後の報告書
を公表し，中止となった。思うにわが国経済も高度成長により，離陸期から成
熟期に入ったため，国家主導型の経営革新は不要になったとの認識もあったこ
とと恩われる。しかし実情は委員の高齢化により新基準の開発が困難となった
裏事情も存するのかも知れない。
・管理会計指針期（1981年一現在）又は原価管理指針期（1975年一現在）
　米国で管理会計指針の制定・公表が装いを新たに再開したのは，80年代に
入った1981年のことである。この年から，NAAの管理会計実務（MAP）委員
会はStatem㎝t㎝ManagementA㏄㎝nti㎎：SMAの制定・発表に着手した。
SMAは，管理会計実務に対する指針（guidance）を提供することを目的とし
ているところから，階理会計実務指針』の特質を有してい乱SMAは基本目
的，用語，概念，実務及び技術，会計活動の管理の区分に従い，テーマ毎に小
委員会を設置し，完成のつど発表してきたので，理論的体系は不統一である。
そこで1993年まで発表された29指針のうち，紙幅の関係から3指針（定義集で
ある2及び2A，並びに解説の4M）を除いた26指針を次のように2冊に区分
し編纂・訳出したのが，次の西澤脩訳書（白桃書房，1994年）である。
　　　『IMAの管理会計指針』
第1章　管理会計の定義（1A）
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
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管理会計の基本目的（1B）
管理会計人の倫理的行動基準（1C）
管理会計人に必要な一般知識（1D）
管理会計の職業教育（ユE）
コントローラ制の有効性評価（5A）
管理者に対する情報報告（5B）
第8章
第9章
第10章
第11章
第12章
第13章
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
第8章
第9章
第10章
第11章
繁12章
第13章
　　　　　　　　　　目米管理会計指針の系譜
経営主体の業績測定（1D）
運転資本の管理（4N）
固定資産の会計（4J）
固定資産の管理（4L）
金融商品の活用及び管理（4Q）
品質改善の管理（4R）
『IMAの原価管理指針』
直接材料費の定義及び測定（4E）
直接労務費の定義及び測定（4C）
製造間接費の会計（4G）
物流費の管理（4P）
輸送費の管理（4I）
保管費の管理（4K）
施設費の会計分類（40）
本社費の配賦（4A）
情報システム費の配賦（4F）
資本コストの管理（4A）
資本コストの利用（4H）
リスク管理費の会計及び分類（4S）
活動基準原価計算の実施（4T）
43
　SMAは未だ完結しておらず，今後とも続刊が期待されるが，それらも将来
は前書に適宜追補してゆきたい。
　他方，わが国の原価管理指針期の晴矢は，1975年にまで遡ることができる。
産業構造審議会管理部会の答申が終結した以後は，管理会計の個別問題が各省
庁で適宜姐上に乗せられるにすぎなかった。そのうち筆者が物流コスト
（physica1distribution　or　logis士ics　cost）について開発した物流原価計算指針
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としては，以下のものがある。
H　中小企業庁『物流コスト算出マニュアル』1975年
I　運輸省『物流コスト算定統一基準』1976年
L　通産省『物流コスト算定・活用マニュアル』1992年
M　中小企業庁『わかりやすい物流コスト算定マニュアル』1993年
　21世紀に向って日米の管理会計指針は，今後どのような展開を示すであろう
か。さらなる発展が期待される次第である。
44
